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(57)【要約】
【課題】送電鉄塔に取付けられて作業者が活線状態にあ
る高圧送電線に接近することを阻止するための接近遮断
装置において、鉄塔上という厳しい環境下で劣化し易い
遮断棒の回動機構を採用せずに、しかも操作性よく遮断
棒を遮断状態と非遮断状態との間で形状変化させる。
【解決手段】送電鉄塔の腕金１０１に装備される接近遮
断装置であって、腕金を構成する鋼材に対して固定され
る金具３１と、該金具により支持された遮断棒５０と、
を備え、遮断棒は、金具により支持される固定部材５１
と、該固定部材の両端部によって夫々揺動自在に軸支さ
れた可動部材５５と、固定部材に対して前記各可動部材
を所定の姿勢にて固定する固定手段２０と、を備えてい
る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　送電鉄塔の腕金に装備される接近遮断装置であって、
　前記腕金を構成する鋼材に対して固定される金具と、該金具により支持された遮断棒と
、を備え、
　前記遮断棒は、前記金具により支持される固定部材と、該固定部材の両端部によって夫
々揺動自在に軸支された可動部材と、前記固定部材に対して前記各可動部材を所定の姿勢
にて固定する固定手段と、を備えたことを特徴とする接近遮断装置。
【請求項２】
　送電鉄塔の腕金に装備される接近遮断装置であって、
　前記腕金を構成する鋼材に対して固定される金具と、二本のワイヤーと、該金具により
支持された遮断棒と、を備え、
　前記遮断棒は、前記金具により支持される固定部材と、該固定部材の両端部によって夫
々揺動自在に軸支された可動部材と、を備え、
　前記固定部材の側面には貫通穴が形成されると共に、前記固定部材の他の一面には該貫
通穴と連通する挿通穴が形成され、
　前記金具は、前記固定部材を内部に挿通する中空管体の金具本体と、該金具本体の一壁
面に形成したボルト穴と前記金具本体の挿通穴に挿通される雄螺子部を有した螺子棒、及
び該螺子棒の一端部に固定された大径の頭部を備えたボルト部材と、前記金具本体の一壁
面と前記固定部材との間に介在し、且つ前記螺子棒の雄螺子部が螺合する螺子穴を有した
抑え部材と、前記固定部材の貫通穴内に遊嵌状態で配置されると共に中心部に前記螺子棒
が挿通固定される固定穴を有した円盤状のワイヤードラムと、を備え、
　前記各ワイヤーは、夫々一部を前記各可動部材に固定されると共に他部を前記ワイヤー
ドラムに固定され、
　前記ボルト部材を正逆回転させることにより前記ワイヤードラムが一体的に正逆回転し
て前記各ワイヤーを前記ワイヤードラム外周に巻き取ったり送り出して前記各可動部材を
揺動させるように構成されていることを特徴とする接近遮断装置。
【請求項３】
　前記抑え部材の長手方向両端部を前記金具本体の両端開口から外部へ突出させたことを
特徴とする請求項２に記載の接近遮断装置。
【請求項４】
　前記金型本体に前記固定部材の貫通穴と連通する開口を形成したことを特徴とする請求
項２、又は３に記載の接近遮断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は送電鉄塔上で作業する人員が架空送電線に接近し過ぎることを阻止するために
設置される接近遮蔽装置の改良に関する。
【背景技術】
【０００２】
　送電鉄塔に架設された高圧送電線に対する定期点検や、事故等の異常発生時の点検、修
理を行う際には、作業員が鉄塔に登って送電線に接近して作業を行う必要がある。しかし
、高圧送電線が活線状態にある時には作業員が高圧送電線に接触しなくとも接近するだけ
で感電する虞が高いため、従来から高圧送電鉄塔上で作業する者が腕金により支持された
架空送電線に接近し過ぎることを防止する手段として接近遮断装置が利用されている（特
許文献１）。
　特許文献１に係る接近遮断装置は、送電鉄塔の腕金を構成する鋼材に固定される金具と
、金具によって回転可能に支持され且つボルトによって金具に固定される遮断棒と、を備
えており、ボルトを緩めたり、締め直すことなく遮断棒の方向を変化（回転）させること
ができる。作業員が活線状態にある高圧送電線に接近することを阻止する場合には、遮断
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棒が腕金を構成する鋼材と略直交する遮断姿勢に固定して作業員の接近を物理的に阻止し
、且つ心理的に警告するように構成されている。一方、送電線が停電状態にある場合等、
作業員が送電線に接近することを許容する場合には、遮断姿勢にある遮断棒を９０度回転
させて鋼材と並行な姿勢で固定する。また、この接近遮断装置は、モノポール鉄塔の腕金
上に対向して突設された２本の手摺に夫々取り付けた遮断棒が遮断状態にある時に、一方
の遮断棒の端部にスライド自在に設けた管状の連結部内に他方の遮断棒の端部を嵌合連結
することにより耐久性の向上を図っている。
【０００３】
　しかし、この接近遮断装置は腕金上に一対の手摺を備えたモノポール鉄塔への適用には
適しているが、鋼材を組み付けてなる従来の鉄塔の腕金には適用しにくいという問題があ
る。また、部品点数が多いため構成が複雑化してコスト増を招く虞がある。更に、鉄塔上
という厳しい環境下において経年的に金具の回転部が劣化、発錆して回転不能に陥ったり
、連結部材と遮断棒とが固着してスライドできずに分離不能に陥る等の不具合が想定され
る。
　特許文献２には鋼材から成る送電鉄塔の腕金に取り付けられる接近遮断装置が開示され
ており、遮断棒の中間部を挿通支持した金具を工具を用いずに操作して遮断棒を９０度回
動させる構成が開示されているが、金具に金属製の軸部、軸部を付勢するバネ等を設けて
いるため耐久性の点で問題があり、経時的な劣化、発錆によって操作不能に陥る可能性が
ある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－３３３５５８公報
【特許文献２】特開平０９－２１９９１６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は上記に鑑みてなされたものであり、送電鉄塔に取付けられて作業者が活線状態
にある高圧送電線に接近することを阻止するための接近遮断装置において、鉄塔上という
厳しい環境下で劣化し易い遮断棒の回動機構を採用せずに、しかも操作性よく遮断棒を遮
断状態と非遮断状態との間で形状変化させることを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するため、請求項１の発明は、送電鉄塔の腕金に装備される接近遮断装
置であって、前記腕金を構成する鋼材に対して固定される金具と、該金具により支持され
た遮断棒と、を備え、前記遮断棒は、前記金具により支持される固定部材と、該固定部材
の両端部によって夫々揺動自在に軸支された可動部材と、前記固定部材に対して前記各可
動部材を所定の姿勢にて固定する固定手段と、を備えたことを特徴とする。
　請求項２の発明は、送電鉄塔の腕金に装備される接近遮断装置であって、前記腕金を構
成する鋼材に対して固定される金具と、二本のワイヤーと、該金具により支持された遮断
棒と、を備え、前記遮断棒は、前記金具により支持される固定部材と、該固定部材の両端
部によって夫々揺動自在に軸支された可動部材と、を備え、前記固定部材の側面には貫通
穴が形成されると共に、前記固定部材の他の一面には該貫通穴と連通する挿通穴が形成さ
れ、前記金具は、前記固定部材を内部に挿通する中空管体の金具本体と、該金具本体の一
壁面に形成したボルト穴と前記金具本体の挿通穴に挿通される雄螺子部を有した螺子棒、
及び該螺子棒の一端部に固定された大径の頭部を備えたボルト部材と、前記金具本体の一
壁面と前記固定部材との間に介在し、且つ前記螺子棒の雄螺子部が螺合する螺子穴を有し
た抑え部材と、前記固定部材の貫通穴内に遊嵌状態で配置されると共に中心部に前記螺子
棒が挿通固定される固定穴を有した円盤状のワイヤードラムと、を備え、前記各ワイヤー
は、夫々一部を前記各可動部材に固定されると共に他部を前記ワイヤードラムに固定され
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、前記ボルト部材を正逆回転させることにより前記ワイヤードラムが一体的に正逆回転し
て前記各ワイヤーを前記ワイヤードラム外周に巻き取ったり送り出して前記各可動部材を
揺動させるように構成されていることを特徴とする。
【０００７】
　請求項３の発明は、請求項２において、前記抑え部材の長手方向両端部を前記金具本体
の両端開口から外部へ突出させたことを特徴とする。
　請求項４の発明は、請求項２、又は３において、前記金型本体に前記固定部材の貫通穴
と連通する開口を形成したことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の接近遮断装置によれば、遮断棒を、鉄塔の腕金に固定される固定部材と、固定
部材によって揺動自在に支持された可動部材とから構成したので構成がシンプル化し、鉄
塔上という厳しい環境下で劣化しにくく、しかも操作性よく遮断棒を遮断状態と非遮断状
態との間で形状変化させることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】（ａ）は本発明の一実施形態に係る接近遮断装置を送電鉄塔の腕金に取り付けた
状態を示す平面略図であり、（ｂ）は遮断棒による遮断状態を示す正面図であり、（ｃ）
は（ｂ）のＡ－Ａ断面図であり、（ｄ）は遮断状態の斜視図であり、（ｅ）は非遮断状態
を示す正面図である。
【図２】（ａ）及び（ｂ）は固定手段が可動部材を支持している状態を示す底面図、及び
可動部材を支持していない状態を示す底面図であり、（ｃ）は固定手段による可動部材の
支持状態を示す断面図である。
【図３】（ａ）及び（ｂ）は本発明の他の実施形態に係る接近遮断装置を送電鉄塔の腕金
に取り付けた状態を示す平面図、及び腕金への取付け状態を示す正面図である。
【図４】（ａ）及び（ｂ）は接近遮断装置の遮断状態、及び非遮断状態を示す正面図であ
る。
【図５】（ａ）及び（ｂ）は遮断棒による遮断状態、及び非遮断状態を示す説明図である
。
【図６】（ａ）及び（ｂ）は金具の構成を示す側面図、及び金具の斜視図であり、（ｃ）
及び（ｄ）はワイヤードラムの構成説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明を図面に示した実施の形態により詳細に説明する。
　図１（ａ）は本発明の一実施形態に係る接近遮断装置を送電鉄塔の腕金に取り付けた状
態を示す平面略図であり、（ｂ）は遮断棒による遮断状態を示す正面図であり、（ｃ）は
（ｂ）のＡ－Ａ断面図であり、（ｄ）は遮断状態の斜視図であり、（ｅ）は非遮断状態を
示す正面図であり、図２（ａ）及び（ｂ）は固定手段が可動部材を支持している状態を示
す底面図、及び可動部材を支持していない状態を示す底面図であり、（ｃ）は固定手段に
よる可動部材の支持状態を示す断面図である。
　接近遮断装置１は、送電鉄塔１００の腕金１０１に装備された状態で遮断棒を水平に突
出させることによって作業員が腕金によって支持された高圧送電線１０２に接近すること
を阻止する手段である。
　接近遮断装置１は、腕金１０１を構成する鋼材１０１ａに対して固定される金具２と、
金具により支持された遮断棒５と、を備える。
【００１１】
　遮断棒５は、金具２により支持される固定部材６と、固定部材の両端部に設けたヒンジ
部７よって夫々上下方向へ揺動自在に軸支された可動部材１０と、固定部材６に対して各
可動部材１０を所定の姿勢（遮断姿勢）にて固定する固定手段２０と、を備えている。
　本例の遮断棒５は、断面形状が四角形の管体であるが、遮断棒の断面形状は円形、その
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他任意の形状であってもよく、或いは遮断棒は管体の如き中空体でなくてもよい。また、
遮断棒は樹脂等の絶縁材料から構成することが好ましい。
　金具２は遮断棒５を構成する固定部材６を腕金の鋼材１０１ａに固定する際の強度を確
保する手段であり、固定部材６を直接鋼材１０１ａに固定しても強度上問題がない場合に
は金具を省略することができる。
　金具２は固定部材６の外面形状と整合する内面形状を有した四角柱状の管体であり、そ
の内部に固定部材６を挿通し、螺子止め、接着、かしめ等によって固定する。金具及び固
定部材を腕金の鋼材１０１ａに固定する手段としてはステンレスバンド３等の任意の手段
を用いる。本例では二本のステンレスバンド３を金具の軸方向両端開口から挿通した状態
で鋼材１０１ａに巻き付け、ステンレスバンドの端部間を締結具３ａによって固定する。
【００１２】
　可動部材１０は固定部材６の両端部下縁に設けたヒンジ部７によってその下縁部を上下
方向へ回動自在に軸支されており、図１（ｂ）（ｄ）に示した遮断状態（上昇姿勢）と（
ｅ）に示した非遮断状態（下降姿勢）との間を上下方向へ回動することができる。本例で
は遮断状態では可動部材１０は図１（ｂ）、及び図１（ａ）に示したように略水平状態に
あり、腕金１０１先端の高圧送電線１０２へ作業員が移動することを阻止する。一方、非
遮断状態では可動部材１０は図１（ｃ）及び図１（ａ）に示したように下降した状態にあ
り、作業員が高圧送電線側へ移動することを許容する。
　固定手段２０は、可動部材１０を遮断状態に保持する手段である。本例に係る固定手段
２０は、一端を固定部材６の底面に設けた軸部２１ａより回動可能に軸支された係止片２
１である。係止片２１は可動部材側へ突出した時に可動部材の底面を支持し得るように寸
法設定されており、その先端に設けられた屈曲部２１ｂを可動部材底面に設けた嵌合溝１
１内に嵌合させるように構成されている。屈曲部２１ｂが嵌合溝１１内に嵌着することに
よって係止片２１は可動部材１０が下降しないように支持することができる。
【００１３】
　この実施形態に係る接近遮断装置によれば、この実施形態に係る接近遮断装置によれば
、遮断棒を固定部材と可動部材とから構成したので、部品点数が少なく構成が単純となり
、耐久性が良好であり、故障が少なく、コストを低減できる。更に、鉄塔上という厳しい
環境下において経年的に劣化、発錆しにくく、可動部材が上下動不能に陥ることがない。
【００１４】
　次に、本発明の他の実施形態に係る接近遮断装置について説明する。
　図３（ａ）及び（ｂ）は本発明の他の実施形態に係る接近遮断装置を送電鉄塔の腕金に
取り付けた状態を示す平面図、及び腕金への取付け状態を示す正面図であり、図４（ａ）
及び（ｂ）は接近遮断装置の遮断状態、及び非遮断状態を示す正面図であり、図５（ａ）
及び（ｂ）は遮断棒による遮断状態、及び非遮断状態を示す説明図であり、図６（ａ）及
び（ｂ）は金具の構成を示す側面図、及び金具の斜視図であり、（ｃ）及び（ｄ）はワイ
ヤードラムの構成説明図である。
　接近遮断装置３０は、腕金１０１を構成する鋼材１０１ａに対して固定される金具３１
と、二本のワイヤー４５と、金具３１により支持された遮断棒５０と、を備えている。
　遮断棒５０は、金具３１により支持される固定部材５１と、固定部材の両端部に設けた
ヒンジ部５２によって夫々上下方向へ回動自在に軸支された可動部材５５と、を備える。
【００１５】
　図５に示すように固定部材５１の側面には貫通穴５１ａが形成されると共に、固定部材
の他の一面には貫通穴５１ａと連通する挿通穴５１ｂが形成されている。
　金具３１は、固定部材５１を内部に挿通する中空管体の金具本体３２と、金具本体の一
壁面（上面）に形成したボルト穴３２ａと固定部材の挿通穴５１ｂに挿通される雄螺子部
を有した螺子棒３５ａ、及び螺子棒の一端部に固定された大径の頭部３５ｂを備えたボル
ト部材３５と、金具本体の一壁面と固定部材との間に介在し、且つ螺子棒３５ａの雄螺子
部が螺合する螺子穴３７ａを有した抑え部材３７と、固定部材の貫通穴５１ａ内に遊嵌状
態で配置されると共に中心部に螺子棒３５ａが挿通固定される固定穴４０ａを有し且つ外
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周面に２本の溝４０ｂを有した円盤状のワイヤードラム４０と、を備える。
　各ワイヤー４５は、夫々一部を各可動部材５５の適所に固定されると共に他部をワイヤ
ードラム４０の外周面に固定されている。本例では各ワイヤー４５の一端部をパイプ状の
各可動部材５５の内部の適所に固定しており、各ワイヤー４５の他端部はワイヤードラム
４０外周の溝４０ｂに係止される。
　なお、２つの溝４０ｂは必須ではなく、ワイヤードラムの外周面に二本のワイヤーを巻
き付け得る一つの凹所があれば十分である。
【００１６】
　モンキースパナ、ペンチ等の工具を用いてボルト部材３５を正逆回転させることにより
ワイヤードラム４０が一体的に正逆回転して各ワイヤー４５をワイヤードラム外周の各溝
４０ｂ内に同時に巻き取ったり、各溝から同時に送り出して各可動部材を上下動させるよ
うに構成されている。各ワイヤー４５が同時に巻き取られることによって各可動部材は上
昇し、逆に各ワイヤーが同時に送り出されることによって可動部材は下降する。
　金具３１を固定部材５１に対して組み付けるに際しては、固定部材の側面に貫通形成さ
れた貫通穴５１ａ内に予めワイヤードラム４０を配置しておき、この状態で固定部材の外
側に金具本体３２を組み付ける。
　続いて、固定部材と金具本体上壁との間に抑え部材３７を差し込んだ状態で金具本体上
壁のボルト穴３２ａからボルト部材の螺子棒３５ａを差し込むが、この時、螺子棒を抑え
部材の螺子穴３７ａ、固定部材上面の挿通穴５１ｂ、及びワイヤードラム４０の固定穴４
０ａ内に順次差し込む。螺子棒３５ａをワイヤードラムの固定穴４０ａ内に差し込んだ時
に、固定穴４０ａ内壁に設けたギザギザ状の係止面が螺子棒３５ａと固着して一体化する
。ボルト部材３５を回転させた際に、ボルト穴３２ａ及び挿通穴５１ｂと、螺子棒３５ａ
とは空回りする。一方、螺子棒３５ａの雄螺子部と抑え部材の螺子穴３７ａとは螺合状態
となっているため、ボルト部材を正逆回転させることにより抑え部材３７は上下方向へ進
退する。このため、抑え部材３７は金具本体下壁との間で固定部材を挟圧保持したり、保
持状態を解除することができる。
【００１７】
　或いは、ボルト穴３２ａ、挿通穴５１ｂ等を雌螺子穴としておき、螺子棒３５ａと螺合
するようにしてもよい。
　螺子棒３５ａと各雌螺子部との螺合、締結によって、可動部材を上昇位置、及び下降位
置に保持することが可能となる。
　なお、ワイヤードラム等の部品を固定部材に組み付ける作業を容易化するために金具本
体３２の一方の側面に、固定部材の貫通穴５１ａを露出させるための開口３２Ａ（図６）
を形成しておいてもよい。
　なお、金具３１を遮断棒５０に対して組み付ける作業は、送電鉄塔上で実施するわけで
はなく、工場等において実施する。
　抑え部材３７の長手方向両端部を金具本体３２の両端開口から外部へ突出させたことに
より、図４（ａ）に示した遮断状態において、ワイヤー４５による引っ張り力との協働に
より可動部材の上昇時の姿勢を維持することができる。
　また、抑え部材３７が遮断位置にある可動部材と干渉しないように抑え部材には適宜可
動部材との干渉を回避するための形状を設ける。
【００１８】
　この実施形態に係る接近遮断装置によれば、一本の長尺な遮断棒を水平方向へ回動させ
る従来品とは異なり、遮断棒を固定部材と可動部材とから構成し、金具側のボルト部材を
操作することによってワイヤーが可動部材を動作させるように構成したので、部品点数が
少なく構成が単純となり、耐久性がよく、故障が少なく、コストを低減できる。更に、鉄
塔上という厳しい環境下において経年的に劣化、発錆し難く、可動部材が上下動不能に陥
ることがない。
　なお、上記各実施形態では可動部材を上下方向へ動作させたが、横方向、或いは斜め方
向へ動作させるように構成してもよい。



(7) JP 2012-5225 A 2012.1.5

【符号の説明】
【００１９】
１…接近遮断装置、２…金具、３…ステンレスバンド、３ａ…締結具、５…遮断棒、６…
固定部材、７…ヒンジ部、１１…嵌合溝、２０…固定手段、２１…係止片、２１ａ…軸部
、２１ｂ…屈曲部、３０…接近遮断装置、３１…金具、３２…金具本体、３２Ａ…開口、
３２ａ…ボルト穴、３５…ボルト部材、３５ａ…螺子棒、３５ｂ…頭部、３７…抑え部材
、３７ａ…螺子穴、４０…ワイヤードラム、４０ａ…固定穴、４０ｂ…溝、４５…ワイヤ
ー、５０…遮断棒、５１…固定部材、５１ａ…貫通穴、５１ｂ…挿通穴、５２…ヒンジ部
、５５…可動部材

【図１】 【図２】
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